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研究成果の概要（和文）：本研究は、わが国の公立小中学校を対象として、組織論、とりわけ「学習する組織」論の立
場から、学校経営の目標概念群（ミッション、ビジョン、学校教育目標、経営目標など）をどのように構成し機能させ
るかを明らかにするために理論的考察と事例研究（４校）を行った。目標概念群を学校の自己更新力（自らの未来を創
造する能力）を高めるための道具とみなす経営実践およびその背景にある思考様式の特徴を明らかにした。

研究成果の概要（英文）：The purpose of this study was to explore the structure and function of Objectives 
(mission, vision, goal, etc.) in School Management, from the standpoint of Learning Organization. By use 
of theoretical examinations and case studies, We have found the characteristics of management practices 
using objectives as tool for enhancing the self renewal capacity of the school(the capacity to create its 
own future).

研究分野： 教育経営学
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
 学校経営に関する目標概念群とは、学校教
育目標、ミッション、ビジョン、経営目標な
どを指す。 
 意図的・目的的な営みである学校経営にお
いて、これら目標概念群は、学校の方向性を
示す、組織としての学校の意思を表明する、
評価の基準となる、教職員の実践を意味づけ
る等々、学校の判断・実践の拠り所となるも
のである。目標概念群をいかに設定・構成し、
機能させるかは学校経営の実践を大きく左
右する鍵である。 
 近年、「学校組織マネジメント研修」を通
じたミッションやビジョン等の概念の普及、
学校評価や教員評価のツールとしての目標
管理の導入等によって、学校経営の目標概念
群は経営上にも教育実践上にも大きな意味
を持つようになってきた。しかし、それら目
標概念群は理論的にも実践的にも統一性や
全体性を欠いた混乱した状況にある。 
 とりわけ学校現場を見ると、学校教育目標
やビジョンやミッションは単なるスローガ
ンや飾りであったり、法令用語を単に引き写
しているにすぎなかったりする一方、目前の
課題に対応するために数値化された経営目
標が多数羅列的に設定されている場合が
多々ある。それにより、学校の断片化（物事
をばらばらに切り離す考え方の傾向）が強ま
り、学校の主体性や方向性が失われているよ
うに見える。こうした学校の断片化の状況
をいかに克服するかが課題であると考えた。 
 
２．研究の目的 
 本研究の目的は、わが国の公立小中学校を
対象として、組織論、とりわけ「学習する組
織」論の立場から、学校経営の目標概念群を
どのように構成し機能させるかについて理
論的・実証的に明らかにすることである。 
 目標概念群の構成や機能についての考え
方（目標観）は、組織論が異なれば変わる。
本研究は、学校の断片化の状況を克服する可
能性を「学習する組織」論に見出そうとした。
「学習する組織」とは、センゲ(P.Senge)に
よれば、変化を迫る環境からの外的な圧力以
上に自分で生み出した内的圧力を基盤とし
て、自らの未来を創造する能力をたえず高め
ている組織である。「学習する組織」がめざ
す変革・変化は、外的な刺激によるものや一
時的なものではなく、組織の自己更新力（自
らの未来を創造する能力）を高めながら組織
の成長・成熟をめざすものである。 
 
３．研究の方法 
 上述の研究目的を達成するために、次の２
つの方法を採用した。 
 
(1)学校経営の目標概念群の構成と機能に関
して、各組織論（構造的アプローチ、人的資
源アプローチ、オープンシステム論、「学習
する組織」論）の枠組み・特徴を理論的に考

察する。 
 
(2)学校経営の目標概念群の再構築（学校経
営計画や学校評価表の作り直し）を行った
小・中学校を対象にして、再構築の考え方と
その過程、再構築を通して学校の動きにどの
ような変化が生まれたかに関する事例研究
を行う。 
 
４．研究成果 
(1)理論的考察 
わが国の教育経営学において学校経営の

目標概念群に関する知見がいかに展開して
きたかに着目して、各組織論の特徴を理論的
に明らかにした。 
 

①学校経営の近代化（構造的アプローチ） 
1960 年代の「学校経営の近代化」（伊藤和

衛など）は、組織を機械（諸部品の集まり）
と捉える構造的アプローチを前提にしてい
る。この論は、経験や勘、学習指導要領や教
科書で動いている学校から学校教育目標を
追求する学校への転換を唱えた。そのために、
学校教育目標を、方向目標ではなく、到達目
標で設定し、目標の細分化（抽象より具体へ、
高次より低次へ、不測より可測へ）を強調す
る。その目標達成のために、学校内の職務の
明確化を通して仕事の量や仕組みを標準化
し、学校の経営・管理・作業を計画 Plan→実
施 Do→評価 See というマネジメント・サイ
クルで動くようにすることを主張した。 
 
②学校経営の現代化（人的資源アプローチ） 
 1970 年代の「学校経営の現代化」（高野桂
一など）は、個人の欲求やモチベーションを
重視する人的資源アプローチを前提にして
いる。この論は、目標の設定過程の民主化と
ともに、人間像や学習成果をこのレベルに到
達させる（＝教育目標）ために教師の活動や
条件整備の水準をこのレベルにまでひきあ
げよう（＝経営目標）というふうに教育目標
と経営目標の分化を強調した。 
 
③オープンシステム論 
オープンシステム論は、短期的な目標達成

を第一義とせず、学校内外の環境変化を感じ
とり、問題を発見し、それを適切に修正する
自己更新力を高めるという長期的な有効性
を重視する。わが国の教育経営学でオープン
システム論に近い論は、中留武昭の「学校改
善の教育的エコロジー」である。しかし、オ
ープンシステム論にもとづく組織開発論は
目標達成を組織の第一義の機能とみなさな
いが、中留の学校改善論は目標達成を組織の
第一義の機能とみなしている。それゆえ、学
校の自己更新力（自己改善力）を高めること
を組織の成熟とみなすのではなく、目標達成
（子どもの変容）を成熟と捉えている。つま
り、中留の学校改善論は後述する「合理的モ
デル」にもとづいている。 



 
④これまでのわが国の学校経営の組織論は、
目標達成を組織の第一義的な機能とみなす
「合理的モデル」を前提にしていた。このモ
デルの目標概念群に関連する特徴は次の４
点である。 
a)組織目標（学校教育目標やミッション）が
組織の頂点ないし最終的な到達地点である。 
b)組織目標（学校教育目標やミッション）は、
抽象的で大域的な到達地点なので、そこへ至
る具体的な到達目標へと目的-手段の連鎖に
よって要素分解的に細分化（ブレイクダウン）
されるべきである。 
c)学校の変革・変化とは、組織の全体的な質
的変容というよりも、加算的変化である。 
d) 目標概念群を事前にしっかりと設定して
から行為（活動）すべきである。このことは、
目標概念群が状況・活動の外に固定的に立て
られることを意味する。 
 
⑤1990 年前後、組織目標が曖昧にもかかわら
ず効果を上げる学校が存在すると指摘した
ルースカップリング理論等の影響により、合
理的モデルの妥当性は疑問視された。それ以
降、学校経営の目標概念群に関して次の３つ
の立場がある。 
a)組織目標を組織の頂点と位置づけその達成
を第一義的な機能とみなしたうえで、明示
的な目標ではなく、組織の文化・価値に置
き換える「合理的モデルのソフト化」（組
織文化論など） 

b)組織目標（学校教育目標やミッション）を 
組織の頂点と位置づけその達成を第一義
的な機能とみなしたうえで、学校内外の環
境を射程に入れながら、しっかりと目標概
念群を設定してから行為するという図式
をより強化する「合理的モデルの再強化」
(学校組織マネジメント研修など) 

c)組織目標の達成を第一義的な機能とみな
さず、「目標概念群を組織の自己更新力（自
己改善力）を高めるための道具とみなす立
場」（佐古秀一の学校組織開発論）。 

 
⑥「学習する組織」論 
「学習する組織」論（P.Senge など）は、

c)の立場の延長線上に位置づく。この論は、
機械論的思考（要素還元主義と主客二元論）
を批判し、組織を「要素（部品）の集まり＝
機械」ではなく、成員の思考と相互作用の産
物である「生きたシステム（有機体）」とみ
なす。そして、目標概念群を、組織の頂点に
位置づくものではなく、自己更新力（自らの
未来を創造する能力）をたえず高める「深い
学習サイクル」（新しいスキル・能力が育つ
につれて、新しい関係や気づき・感性が育ち、
世界に対する見方や感じ方が変わり、新たな
信念や前提が形成されるというサイクル）を
持続するための道具とみなす。深い学習サイ
クルを持続させるためのよい目標概念群の
規準は次のとおりである。 

a) 組織の状況の外に設定されたものではな
く、現状の状況の発展したものである。 
b) 固定的なものではなく、“常に作り続けて 
いる途中”であり、活動・行為しながらその 
意味やその表現が成長・進化する。 
c) 哲学的な深さがある。 
d) 方向目標である目的（ミッション）と長
期的な到達目標であるビジョンと体験目標
である価値観を、つまり、方向性と長期性と
日々の具体性を同時に構造化している。 
e) 解決すべき問題は自分たちの外にあると
想定し「それをどう排除するか」という問題
解決的なビジョンではなく、「私たちは何を
望むのか・どうありたいか」というビジョン。 
 
(2)事例研究 
学校経営の目標概念群の再構築（学校経営

計画や学校評価表の作り直し）を行った４つ
の小・中学校を対象に、再構築のプロセスの
支援と管理職等へのインタビューを通して
実践事例を記述した。その事例の分析を行い、
「学習する組織」として学校の自己更新力を
高め成熟の動きを生み出す目標概念群の構
成と機能に関して、次のことを明らかにした。 
 
①学校の自己更新力を高め成熟の動きを生
み出す目標概念群を構成する考え方は次の
とおりであった。 
a) 「問題解決的なアプローチ」ではなく「望
ましい未来を創造するアプローチ」で考える。 
b) 学校の現状の中に学校を方向づける核・
軸となる「価値あること」を見出す。その際、
「目指す子ども像の育成を直接目指すとい
う考え方」から「目指す子ども像に示される
児童生徒が育つ学校をつくるという考え方」
へ転換して、学校の価値を見つける。 
c) その学校の価値に基づいて学校の現状を
見たときにどうなっていくことが学校の成
熟なのか、そして、どういう考え方でその価
値の実現を目指すのかを「経営展望」「経営
の柱」として明確にする。 
d) 上位目標を下位目標に展開する際、上位
目標（学校教育目標）を細分化する（ブレイ
クダウン）と考えるのではなく、方向目標で
ある上位目標（経営展望）が示す価値に対し
て下位目標（経営の柱・中期経営目標・短期
経営目標・方策・成果指標）をどう方向づけ
ることができるかと考える。 
 
②目標概念群をうまく機能させている学校
では、再構築を通して、次のような動きや変
化が学校に生まれていた。 
a) 管理職は日常のコミュニケーションのな
かで、経営展望・経営の柱の考え方に意味づ
けて教職員に話をしている。教職員が提出す
る自己申告書や週案や教職員向けの授業参
観通信（たより）などに管理職がコメントを
書き込む際、新しい目標構造に照らして、教
職員の仕事を意味づけ・価値づけし、指導し
ている。そうした管理職の働きかけもあって、



年度末の学校の自己評価の際には、教職員が
自らの取組を経営展望・経営の柱に意味づけ、
様々な改善策や検討課題を提案（ボトムアッ
プ）してくるようになった。 
b) 主任層は、自分の分掌の仕事をどう行なう
かという考え方から、自分の分掌の仕事がど
う学校全体の方向性に貢献できるかという
考え方へ高まっていた。そして、分掌を越え
て、経営の柱に対して取組みを“つなぐ”動
きが出てきた。 
c) 学校は、「取組ができたか／できなかった
か」を問う省察から、「自分たちは、どのよ
うな教育観や経営観を前提にして、何を目指
してどのように実践しようとしているのか」
と、学校（教職員）自身が自らの考え方や行
動のあり方を振り返る深い省察が可能とな
った。それに伴い、これまでの成果と新たな
年度の条件（教職員の年齢構成など）を踏ま
えて、次の学校づくりを目指した目標概念群
への更新の動きも生まれた。 
d) 上述のような学校の動きや変化の背景に
は、目標概念群を再構築していく中での、目
標や方針は自分たちの外に設定されるとい
う考え（当初、学校教育目標などはすでに決
められており、その目標に向けてどう埋めて
行くかと考えていた）から、学校の状況と関
わる中で状況の内に（湧き出てくることで）
設定するという考えへの目標観の転換があ
った。この目標観の転換は「学校に動きを生
み出すことはどういうことか」「様々な教育
活動が子どもの育ちにどう関係しているの
か」等を日々の実践のなかで問い続け，教職
員間で対話を繰り返したことが契機であっ
た。 
 
③上述のような学校の動きや変化を生み出
すことができるか否かのポイントを探るた
めに、事例の分析を通して、目標概念群を構
成し機能させる際に必要となる思考様式を
考察した。 
 学校の自己更新力を高める動きを阻害し
断片化を促す思考様式は、ものごとを領域で
要素分解的に分類して組み立てる「枠でもの
ごとを捉える」である。具体的には次のとお
りである。 
a)目標概念群を領域的（知・徳・体、校務分
掌ごと、等）に捉えてその中でどうするか
と考える。 

b)要素分解した各目標を達成した結果を加
算することで学校づくりを評価する。 

c)教育目標（作物づくり）と経営目標（土壌
づくり）の構造を崩して、教育目標の達成
を直接目指そうとする。 

 これに対し、学校の自己更新力を高めるよ
うに目標概念群を機能させる思考様式は、内
的連続性を重視し、領域に囚われずに組織の
成長・成熟の動きを軸として捉えていく「軸
でものごとを捉える」である。学校の現状の
動きの中に学校づくりの軸となる価値を見
出し、諸活動が繋がりあっていると全体論的

に捉える。その軸となる価値にこだわって諸
活動を行い、活動の中で「今やっていること
が何につながるのか、次につながるどんな価
値を見出していくのか」を問う。それにより、
諸活動が断片化せず全体性を保って行われ、
学校づくりの成熟を反映した目標概念群の
成長が可能となる。 
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